
令和７年３月

中期財政計画（一般財源ベース）

【令和６年度～令和１１年度】

高砂市
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中期財政計画・長期財政見通しの考え方 

 全体事項  

 令和７年度地方財政計画の一般財源総額が、令和８年度以降も確保される前提としてい

る。 

 歳入増につながる経済成長については見込んでいない。また、人件費及び物価高騰に伴う

物件費等の上昇は見込んでいない。 

 市債の利率は直近の政府資金を参考に算定し、金利の上昇については考慮していない。 

 歳入歳出  

 市民病院繰出金については、令和７年度は病院事業会計当初予算をベースに計上し、令和

８年度から９年度までは高砂市民病院経営強化プランに基づき計上し、令和１０年度から

１６年度までは高砂市民病院将来構想に基づき計上している。 

なお、単年度資金不足を補てんする特別繰出金については、直近の経営状況を反映させ令

和８年度から１１年度まで各年度さらに３億円を追加する。令和１２年度（新市民病院開

院予定）以降は、４億円で計上している。 

参考として、令和１２年度以降についても、高砂市民病院将来構想に３億円追加したもの

を作成している。（１９ページ参照） 

 扶助費については、過去からの伸び率が高い事業を個別に算定し、その財源は地方財政計

画で確保される前提で地方交付税に反映させている。 

 ゼロカーボン推進経費（ソフト事業）については、事業内容が確定していない令和９年度

以降も毎年５千万円ずつ計上している。 

 投資的経費については、高砂市新たな学校づくり推進計画が令和９年度に策定予定のため、

学校長寿命化改修事業等を令和１０年度以降に計上している。 

 臨時財政対策債については、令和７年度地方財政計画を反映し計上していない。 

 基 金  

 減債基金は長期財政見通しの最終年である令和１６年度に残高が０となるよう、公債費 

が上昇する令和９年度から機械的に取り崩している。 

 公共施設等整備基金も、令和１６年度に残高が０となるよう、令和１１年度から機械的に

取り崩している。 

 駅周辺整備基金は、ＪＲ曽根駅周辺整備事業に充てるため一部取り崩している。 

 東播臨海広域クリーンセンター運営基金は、高砂市持ち分相当額（２割）を基金残高に計

上している。 
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 分 析  

 財政調整基金残高は、長期財政見通しの最終年度の令和１６年度には約１０億円となる。

令和６年６月作成の長期財政見通しと比較すると令和１５年度で約５億円減少している。

市民病院特別繰出金を直近の経営状況を反映させたことが主な要因である。 

 市税と地方交付税には相関関係があるなかで、令和７年度から令和８年度にかけて市税の

減が小幅であるのに対し、地方交付税が大幅な増となっている。基準財政収入額における

法人税割の積算方法が前年度決算額を基準に積算することが主な要因である。 

 標準財政規模は、市税、地方譲与税等、地方交付税等を合計したものであるが、令和６年

度約２２５億円（確定額）ベースで令和７年度以降も推移させており過大には見込んでい

ない。 

 不用額見込みについては１．８％で見込んでいるが、直近の決算ベースでは３％程度であ

る。その差については今後の不確定要素を考慮している。 

 市債の利率は直近の政府資金を参考に算定し、２０年債は金利１．６％で見込んでいる。

令和６年６月作成時は２０年債を１．３％で見込んでおり、金利上昇分は公債費に反映し

ている。 

 

・公債費の推移について、令和９年度から３４億円を超え長期間にわたり高止まりし、健

全化判断比率を上昇させている。 

・高砂市新たな学校づくり推進計画が令和９年度に策定予定のため、学校長寿命化改修事

業等を令和１０年度以降に計上している。 
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・将来負担比率が上昇しているのは、基金残高が減少していること、新病院建設による市

民病院への繰出見込み（将来負担額）が増加することが要因となっている。 

 

 
・将来負担比率が類似団体を上回っている一方、有形固定資産減価償却率は類似団体より

も低い水準となっている。これは必要な投資を行い、施設の老朽化対策を行っている結

果と分析できる。 

 ま と め  

今回の中期財政計画・長期財政見通しでは、健全化判断比率で示しているように、直近

の経営状況を反映した想定を超える市民病院特別繰出金及び市債の発行額が償還額を上

回る投資的経費が持続可能な財政運営に一定の影響を及ぼしていると分析した。 
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算定の方法 

（全体事項） 

令和６年度から令和１１年度までの６か年とする。 

令和６年度は決算見込額とし、令和７年度は当初予算額に今後補正見込みを追加した額と

する。 

（歳入） 

１．市税 

 個人市民税については、令和７年度は令和６年度に終了した定額減税の影響額及び個人所

得の一定の増加を考慮した見込みとしている。令和８年度は国の予算等に基づいて、やや増

加傾向を見込んでおり、それ以降は同額で見込んでいる。 

法人市民税については、企業における事業収益の増減及び景況感の改善等を考慮した見込

みとしており、令和８年度以降は同額で見込んでいる。 

その他の税については、過去の実績、税制改正等を見込んだ額とする。 

 

２．地方譲与税等 

 利子割交付金については、令和７年度はマイナス金利政策の解除を受けた預金金利の引き

上げによる増加を見込んでおり、令和８年度以降も同額で見込んでいる。 

株式等譲渡所得割交付金については、令和７年度は株価の上昇による増加を見込んでおり、

令和８年度以降も同額で見込んでいる。 

地方消費税交付金については、令和７年度は物価高の影響による増加を見込んでおり、令

和８年度以降も同額で見込んでいる。 

その他譲与税、交付金については、県予算、実績等を勘案し見込んでいる。 

 

３．地方交付税等 

 （１）普通地方交付税 

令和７年度の普通地方交付税予算額をベースに市税、地方譲与税等の伸び率や公債費及び

地方財政計画を考慮し、算定した額を見込んでいる。 

 

（２）臨時財政対策債 

令和７年度地方財政計画を反映し、令和８年度以降計上していない。 

 

４．その他財源 

（１）財産収入 

 工業公園土地については、賃料を見込んだ額とする。また、売却について、土壌汚染補償

費用の精査を見込んだ額とし、減債基金に積み立てるものとする。 
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（歳出） 

１．人件費 

令和８年度以降については、令和７年度当初予算額をベースに、現行の給与水準と定員適

正化計画に基づいて職員数を推計し、職員構成を考慮し算定する。 

 

２．公債費 

令和８年度以降については、令和７年度当初予算額をベースに、事業計画に予定される事

業に基づき公債費見込み額を算定する。 

 

３．扶助費 

令和８年度以降については、過去からの伸び率が高い事業（障害福祉サービス経費、障害

児支援経費）を個別に算定し、その財源は地方財政計画で確保される前提で地方交付税に反

映させている。 

その他の経費は令和７年度当初予算額をベースに過去の伸び率を勘案し算定する。 

 

４．繰出金 

国民健康保険事業特別会計繰出金については、被保険者数の減を見込んだ額とする。 

後期高齢者医療事業特別会計繰出金については、被保険者数の増を見込んだ額とする。 

介護保険事業特別会計繰出金については、高砂市介護保険事業計画に基づいた伸び率を見

込んでいる。 

 

５．投資的経費 

令和８年度以降については、令和７年度当初予算額をベースに、事業計画に予定される事

業見込額を算定する。 

 

６．その他経費 

（１）物件費 

ふるさと寄附金記念品経費、予防接種経費、包括的相談支援経費（介護特会からの移管）

等を見込んでいる。 

 

（２）補助費等（下水道事業繰出金・市民病院繰出金除く） 

集会施設整備費補助事業、地球温暖化対策推進事業等の経費を見込んでいる。 

 

（３）補助費等（下水道事業繰出金） 

令和７年度は当初予算をベースに、令和８年度以降については、総務省の要請により策定

する中長期的な経営の基本計画である「下水道事業経営戦略」に基づいて、事業計画を考慮
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し金額を計上している。 

 

（４）補助費等（市民病院繰出金） 

市民病院繰出金については、令和７年度は病院事業会計当初予算をベースに計上し、令

和８年度から９年度までは高砂市民病院経営強化プランに基づき計上し、令和１０年度か

ら１６年度までは高砂市民病院将来構想に基づき計上している。 

なお、単年度資金不足を補てんする特別繰出金については、直近の経営状況を反映させ

令和８年度から１１年度まで各年度さらに３億円を追加する。令和１２年度（新市民病院

開院予定）以降は、４億円で計上している。 

 

（５）積立金 

公共施設等整備基金として令和７年度から令和１０年度まで２億円ずつ積み立てるものと

する。 

駅周辺整備基金は令和１１年度から約０．２億円ずつ積み立てるものとする。 
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（単位：百万円）

市税 16,696 17,223 17,138 17,039 17,099 17,158

地方譲与税等 3,316 3,290 3,290 3,290 3,290 3,290

地方交付税等 4,699 3,120 3,583 3,722 3,698 3,606

うち地方交付税 4,582 3,120 3,583 3,722 3,698 3,606

うち臨時財政対策債 117 0 0 0 0 0

その他財源 2,170 1,463 1,935 1,007 1,007 1,007

26,881 25,096 25,946 25,058 25,094 25,061

人件費 6,723 6,692 6,732 6,760 6,686 6,595

公債費 3,103 3,191 3,138 3,415 3,455 3,479

扶助費 3,068 3,193 3,267 3,348 3,435 3,529

繰出金 2,894 2,947 3,008 3,064 3,134 3,195

投資的経費 496 568 404 429 815 1,429

その他経費 11,017 10,191 9,988 9,113 9,308 8,924

27,301 26,782 26,537 26,129 26,833 27,151

491 482 477 470 482 488

71 △ 1,204 △ 114 △ 601 △ 1,257 △ 1,602

基金取崩額 54 1,204 114 601 1,257 1,602

うち財政調整基金 0 1,076 41 451 1,107 952

うち減債基金 54 128 73 150 150 150

うち公共施設等整備基金 0 0 0 0 0 500

125 0 0 0 0 0

基金残高 9,772 9,062 9,656 9,243 8,085 6,505

うち財政調整基金 6,267 5,191 5,150 4,699 3,592 2,640

うち減債基金 589 760 1,236 1,086 936 786

うち公共施設等整備基金 2,132 2,332 2,532 2,732 2,932 2,432

うち駅周辺整備基金 293 266 222 190 70 92

22,523 22,487 22,614 22,610 22,611 22,602

30.4% 26.5% 28.2% 25.6% 20.0% 15.2%

市債残高 41,431 42,415 41,397 39,579 39,860 41,142

【健全化判断比率】

- - - - - -

5.0 4.6 4.1 4.6 5.3 6.3

46.2 54.0 60.9 64.4 81.0 112.4

標準財政規模

実質赤字比率

R7 R8 R9

歳入　計

歳出　計

歳入歳出差引

実質収支

（財調＋減債）/標財

実質公債費比率

不用額見込（１．８％）

将来負担比率

中期財政計画（一般財源ベース）   [令和7年3月]

R11R6 R10
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中期財政計画（一般財源ベース）内訳　[令和7年3月]

歳入

歳入区分 R6 伸率 R7 伸率 R8 伸率 R9 伸率 R10 伸率 R11 伸率

市税 市民税･個人 4,117 △ 8.21 4,585 11.37 4,642 1.24 4,642 0.00 4,642 0.00 4,642 0.00

市民税･法人 1,588 58.80 1,497 △ 5.73 1,297 △ 13.36 1,297 0.00 1,297 0.00 1,297 0.00

軽自動車税 244 △ 2.01 250 2.46 250 0.00 250 0.00 250 0.00 250 0.00

市たばこ税 580 △ 7.35 600 3.45 600 0.00 600 0.00 600 0.00 600 0.00

固定資産税･土地 2,793 △ 0.11 2,790 △ 0.11 2,790 0.00 2,790 0.00 2,790 0.00 2,790 0.00

    〃         ･家屋 2,849 △ 0.42 2,942 3.26 2,991 1.67 2,902 △ 2.98 2,952 1.72 3,001 1.66

    〃         ･償却 3,061 △ 2.36 3,072 0.36 3,072 0.00 3,072 0.00 3,072 0.00 3,072 0.00

都市計画税 土地･家屋 1,328 △ 0.75 1,351 1.73 1,361 0.74 1,351 △ 0.73 1,361 0.74 1,371 0.73

国有資産等交付金 44 0.00 44 0.00 44 0.00 44 0.00 44 0.00 44 0.00

滞納分 92 4.55 92 0.00 91 △ 1.09 91 0.00 91 0.00 91 0.00

16,696 0.45 17,223 3.16 17,138 △ 0.49 17,039 △ 0.58 17,099 0.35 17,158 0.35

地方譲与税等 自動車重量譲与税 154 6.21 158 2.60 158 0.00 158 0.00 158 0.00 158 0.00

特別とん譲与税 3 0.00 3 0.00 3 0.00 3 0.00 3 0.00 3 0.00

地方揮発油譲与税 46 △ 4.17 46 0.00 46 0.00 46 0.00 46 0.00 46 0.00

森林環境譲与税 10 0.00 11 10.00 11 0.00 11 0.00 11 0.00 11 0.00

利子割交付金 7 0.00 22 214.29 22 0.00 22 0.00 22 0.00 22 0.00

配当割交付金 110 △ 9.09 123 11.82 123 0.00 123 0.00 123 0.00 123 0.00

株式等譲渡所得割交付金 131 1.55 196 49.62 196 0.00 196 0.00 196 0.00 196 0.00

法人事業税交付金 239 0.84 251 5.02 251 0.00 251 0.00 251 0.00 251 0.00

地方消費税交付金 2,061 △ 3.06 2,300 11.60 2,300 0.00 2,300 0.00 2,300 0.00 2,300 0.00

環境性能割交付金 51 27.50 61 19.61 61 0.00 61 0.00 61 0.00 61 0.00

交通安全対策特別交付金 18 38.46 19 5.56 19 0.00 19 0.00 19 0.00 19 0.00

地方特例交付金 486 367.31 100 △ 79.42 100 0.00 100 0.00 100 0.00 100 0.00

3,316 11.16 3,290 △ 0.78 3,290 0.00 3,290 0.00 3,290 0.00 3,290 0.00

地方交付税等 特別地方交付税 300 3.81 300 0.00 300 0.00 300 0.00 300 0.00 300 0.00

普通地方交付税 4,282 11.60 2,820 △ 34.14 3,283 16.42 3,422 4.23 3,398 △ 0.70 3,306 △ 2.71

減収補てん債 0 - 0 - 0 - 0 - 0 - 0 -

臨時財政対策債 117 △ 53.39 0 △ 100.00 0 - 0 - 0 - 0 -

4,699 7.36 3,120 △ 33.60 3,583 14.84 3,722 3.88 3,698 △ 0.64 3,606 △ 2.49

その他財源 使用料・手数料 213 16.39 215 0.94 215 0.00 215 0.00 215 0.00 215 0.00

財産収入（工業公園除く） 69 53.33 178 157.97 422 137.08 43 △ 89.81 43 0.00 43 0.00

財産収入（工業公園） 35 △ 69.30 321 817.14 549 71.03 0 △ 100.00 0 - 0 -

　うち工業公園土地賃貸料 35 0.00 22 △ 37.14 0 △ 100.00 0 - 0 - 0 -

　うち工業公園土地売払収入 0 △ 100.00 299 - 549 83.61 0 △ 100.00 0 - 0 -

前年度繰越金 1,015 △ 21.74 0 △ 100.00 0 - 0 - 0 - 0 -

諸収入・その他 838 △ 61.49 749 △ 10.62 749 0.00 749 0.00 749 0.00 749 0.00

2,170 △ 43.12 1,463 △ 32.58 1,935 32.26 1,007 △ 47.96 1,007 0.00 1,007 0.00

26,881 △ 3.30 25,096 △ 6.64 25,946 3.39 25,058 △ 3.42 25,094 0.14 25,061 △ 0.13

計

計

歳入合計

(単位 百万円)

内訳

計

計

1
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中期財政計画（一般財源ベース）内訳　[令和7年3月]

歳出

歳出区分 R6 伸率 R7 伸率 R8 伸率 R9 伸率 R10 伸率 R11 伸率

義務的経費 人件費 6,723 12.52 6,692 △ 0.46 6,732 0.60 6,760 0.42 6,686 △ 1.09 6,595 △ 1.36

公債費 3,103 4.16 3,191 2.84 3,138 △ 1.66 3,415 8.83 3,455 1.17 3,479 0.69

扶助費 3,068 △ 24.02 3,193 4.07 3,267 2.32 3,348 2.48 3,435 2.60 3,529 2.74

12,894 △ 3.21 13,076 1.41 13,137 0.47 13,523 2.94 13,576 0.39 13,603 0.20

繰出金 国民健康保険事業 484 3.42 480 △ 0.83 475 △ 1.04 474 △ 0.21 474 0.00 473 △ 0.21

後期高齢者医療事業 1,224 4.62 1,245 1.72 1,282 2.97 1,309 2.11 1,336 2.06 1,364 2.10

介護保険事業 1,186 5.61 1,222 3.04 1,251 2.37 1,281 2.40 1,324 3.36 1,358 2.57

2,894 4.82 2,947 1.83 3,008 2.07 3,064 1.86 3,134 2.28 3,195 1.95

投資的経費 496 △ 38.54 568 14.52 404 △ 28.87 429 6.19 815 89.98 1,429 75.34

その他経費 物件費 4,462 17.17 4,812 7.84 4,588 △ 4.66 4,510 △ 1.70 4,498 △ 0.27 4,371 △ 2.82

維持補修費 112 △ 48.15 123 9.82 123 0.00 123 0.00 123 0.00 123 0.00

1,342 10.54 969 △ 27.79 994 2.58 936 △ 5.84 940 0.43 912 △ 2.98

補助費等（下水道事業繰出金） 2,560 5.57 2,395 △ 6.45 2,269 △ 5.26 2,083 △ 8.20 2,072 △ 0.53 2,039 △ 1.59

補助費等（市民病院繰出金） 1,332 76.89 1,361 2.18 1,235 △ 9.26 1,231 △ 0.32 1,445 17.38 1,426 △ 1.31

　うち特別繰出金 900 176.92 864 △ 4.00 723 △ 16.32 716 △ 0.97 901 25.84 884 △ 1.89

予備費 30 0.00 30 0.00 30 0.00 30 0.00 30 0.00 30 0.00

積立金 1,179 △ 19.58 501 △ 57.51 749 49.50 200 △ 73.30 200 0.00 23 △ 88.50

11,017 11.15 10,191 △ 7.50 9,988 △ 1.99 9,113 △ 8.76 9,308 2.14 8,924 △ 4.13

27,301 1.86 26,782 △ 1.90 26,537 △ 0.91 26,129 △ 1.54 26,833 2.69 27,151 1.19

内訳

(単位 百万円)

補助費等（下水道事業、市民病院繰出金除く）

歳出合計

計

計

計

1
1



（単位：百万円）

特定財源 一般財源

11,408 8,340 3,068

みんなが子どもを育てるまち【子ども支援政策】 1,936 1,567 369

子どもが学ぶ力を育むまち【教育政策】 9,211 6,633 2,578

地域で自立を支え合い、つながり合うまち 【福祉政策】 124 28 96

健康を維持し、医療サービスを安心して受けられるまち【健
康・医療政策】

137 112 25

6,786 5,875 911

住民が望む、暮らしに良好な住環境のまち【まちづくり政策】 269 145 124

公共交通が暮らしの利便性を向上させるまち【公共交通政
策】

4,057 3,836 221

資源を活かした特色ある産業、暮らしを支える産業があるま
ち【産業政策】

117 58 59

環境にやさしい暮らしがあるまち【環境政策】 191 35 156

犯罪・事故・災害から市民を守るまち【防犯・消防・防災政策】 2,152 1,801 351

913 705 208

まちを考え、行動する市民活動があるまち 【市民活動政策】 492 379 113

愛着と誇りを感じるまち【移住・定住、関係人口政策】 1 0 1

豊かな生きがいとつながりを感じるまち【文化・スポーツ政
策】

420 326 94

5,362 4,286 1,076

市民が求める能力を持つ人材が育つまち【職員育成政策】 1 0 1

つかいたくなる公共施設が気持ちよく利用できるまち【公共
施設政策】

4,754 4,137 617

情報の公開と活用が進み、市民サービスが向上するまち【情
報政策】

475 140 335

人口減少に対応する公正な行財政運営をするまち【行財政運
営政策】

132 9 123

令和７年度～令和１１年度　事業計画一覧

施策の分野 事業費
財源内訳

1　育み、認め合い、元気に生きるまち　【共生】

2　地域の魅力を共に創る、活力あるまち　【共創】

3　楽しく、つながり合い、活躍するまち　【共感】

4　もっと行政が寄り添うまち　【共治・共有】
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自治体情報システムの標準化・共通化事
業

高機能消防指令センター総合整備事
業

山電高砂駅南周辺整備事業

デジタル地域ポイント事業 消防車両整備事業 明姫南地区まちづくり推進事業

市民病院将来構想推進事業 救急救助車両整備事業 急傾斜地崩壊対策事業

見守りカメラ整備事業 市道補修事業 市営住宅整備事業

地域交流センター整備事業 狭あい道路整備事業 河川改良事業

体育施設整備事業 自転車道等整備事業 農村地域防災減災事業

認定こども園整備事業 橋りょう長寿命化修繕事業 加古川堰堤可動堰巻上機更新事業

児童発達支援センター整備事業 橋りょう耐震化事業 水路・排水路改良事業

斎場整備事業 ＪＲ曽根駅周辺整備事業 小・中学校整備事業

公園墓地等整備事業 連続立体交差推進事業
小・中学校体育館等洋式トイレ設置事
業

地球温暖化対策推進事業
（ゼロカーボンシティ推進事業）

播磨臨海地域道路網計画策定事業 学校のあり方検討事業

不燃焼物処理場整備事業 公園整備事業 旧入江家住宅保存整備事業

消防庁舎等改修事業

中期財政計画事業一覧　　（令和7年度～令和11年度）　

事　　業　　名
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（参考）

令和７年３月

長期財政見通し（一般財源ベース）

【令和１２年度～令和１６年度】

高砂市

14



（単位：百万円）

市税 17,058 17,118 17,177 17,078 17,137

地方譲与税等 3,290 3,290 3,290 3,290 3,290

地方交付税等 3,660 3,622 3,559 3,590 3,570

うち地方交付税 3,660 3,622 3,559 3,590 3,570

うち臨時財政対策債 0 0 0 0 0

その他財源 1,007 1,007 1,007 1,007 1,007

25,015 25,037 25,033 24,965 25,004

人件費 6,543 6,450 6,458 6,446 6,455

公債費 3,451 3,407 3,415 3,479 3,455

扶助費 3,630 3,740 3,859 3,987 4,126

繰出金 3,257 3,331 3,399 3,467 3,548

投資的経費 1,384 1,167 833 408 756

その他経費 8,542 8,428 8,309 8,250 8,271

26,807 26,523 26,273 26,037 26,611

482 477 472 468 478

△ 1,310 △ 1,009 △ 768 △ 604 △ 1,129

基金取崩額 1,310 1,009 768 604 1,129

うち財政調整基金 660 359 118 46 419

うち減債基金 150 150 150 150 186

うち公共施設等整備基金 500 500 500 408 524

0 0 0 0 0

基金残高 5,217 4,229 3,483 2,901 1,794

うち財政調整基金 1,980 1,621 1,503 1,457 1,038

うち減債基金 636 486 336 186 0

うち公共施設等整備基金 1,932 1,432 932 524 0

うち駅周辺整備基金 115 137 160 182 205

22,565 22,578 22,566 22,506 22,535

11.6% 9.3% 8.1% 7.3% 4.6%

市債残高 42,353 42,885 42,149 40,213 39,606

【健全化判断比率】

- - - - -

6.9 7.5 8.2 9.1 9.9

127.2 133.6 135.5 133.6 136.9

R12 R13

長期財政見通し（一般財源ベース）   [令和7年3月]

不用額見込（１．８％）

歳入歳出差引

実質収支

標準財政規模

歳入　計

歳出　計

R14 R15 R16

（財調＋減債）/標財

実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率
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地域交流センター整備事業　※ 救急救助車両整備事業　※ 山電高砂駅南周辺整備事業　※

体育施設整備事業　※ 市道補修事業　※ 市営住宅整備事業　※

文化会館整備事業 狭あい道路整備事業　※ 河川改良事業　※

公園墓地等整備事業　※ 自転車道等整備事業　※ 農村地域防災減災事業　※

地球温暖化対策推進事業　※
（ゼロカーボンシティ推進事業）

橋りょう長寿命化修繕事業　※ 小・中学校整備事業　※

不燃焼物処理場整備事業　※ 橋りょう耐震化事業　※
小・中学校体育館等洋式トイレ設置事
業　※

高機能消防指令センター総合整備事業
※

連続立体交差推進事業　※ 旧入江家住宅保存整備事業　※

消防車両整備事業　※ 公園整備事業　※ 教育センター整備事業

曽根31号線道路改良事業 米田61・64号線道路改良事業 大塩曽根線街路整備事業

農人町線街路整備事業 今市・生石準幹線道路改良事業 播磨臨海地域道路関連事業

JR宝殿駅南駅前地区整備事業 高砂・今津町周辺整備活用事業 西分署新設事業

JR曽根駅周辺地区まちづくり推進事
業

高須松村線街路整備事業 小・中学校空調整備事業

魚川橋歩道橋新設事業

事　　業　　名

（事業年度及び事業費が確定していないもの）

長期財政見通しに係る主な事業一覧　　（令和12年度～令和16年度）　

　（※印は、中期から継続して事業を実施するもの）

事　　業　　名
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中期財政計画・長期財政見通し 収支見込額の推移

(単位：百万円）

R4 

2022

R5 

2023

R6 

2024

R7 

2025

R8 

2026

R9 

2027

R10 

2028

R11 

2029

R12 

2030

R13 

2031

R14

2032

R15

2033

R16

2034

Ｒ３（２０２１）

３月

歳入 23,098 23,297 22,963 23,375 23,610 22,950 22,949 23,072 22,973

歳出 23,999 26,762 23,458 23,471 23,467 23,711 23,953 24,064 23,821

不用額見込 431 481 422 422 422 426 431 433 428

差引 △470 △2,984 △73 326 565 △335 △573 △559 △420

Ｒ４（２０２２）

３月

歳入 23,257 23,357 23,028 24,000 23,659 22,965 22,993 23,047 22,903 22,918

歳出 24,587 26,983 23,643 24,291 24,533 23,695 23,897 24,040 24,287 24,484

不用額見込 442 485 425 437 441 426 430 432 437 440

差引 △888 △3,141 △190 146 △433 △304 △474 △561 △947 △1,126

Ｒ５（２０２３）

３月

歳入 27,007 23,293 23,240 23,946 24,040 23,039 23,132 23,122 23,037 23,127 23,127

歳出 27,037 27,828 24,545 24,780 24,947 24,337 24,374 24,457 24,608 24,592 24,592

不用額見込 486 500 441 446 449 438 438 440 442 442 442

差引 456 △4,035 △864 △388 △458 △860 △804 △895 △1,129 △1,023 △1,023

Ｒ６（２０２４）

６月

歳入 *27,775 25,827 24,069 24,591 25,105 24,065 24,015 23,961 23,881 23,852 23,767 23,549

歳出 *26,428 29,558 25,648 26,091 25,853 25,369 25,238 25,431 25,402 25,333 24,833 24,529

不用額見込 - 1,392 461 469 465 456 454 457 457 455 446 441

差引 *1,347 △2,339 △1,118 △1,031 △283 △848 △769 △1,013 △1,064 △1,026 △620 △539

Ｒ７（２０２５）

３月

歳入 *27,797 26,881 25,096 25,946 25,058 25,094 25,061 25,015 25,037 25,033 24,965 25,004

歳出 *26,802 27,301 26,782 26,537 26,129 26,833 27,151 26,807 26,523 26,273 26,037 26,611

不用額見込 - 491 482 477 470 482 488 482 477 472 468 478

差引 *995 71 △1,204 △114 △601 △1,257 △1,602 △1,310 △1,009 △768 △604 △1,129

＊は決算額

1
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（単位：百万円）

H29
2017

H30
2018

R1
2019

R2
2020

R3
2021

R4
2022

R5
2023

R6
2024

R7
2025

R8
2026

R9
2027

R10
2028

R11
2029

H30.3
2018

505
(480)

407 396 340 327 326

H31.3
2019

704
(588)

447 422 411 417 362

R2.6
2020

440
(394)

778 633 635 585 556

R3.3
2021

400
(0)

399 555 557 559 624

R4.3
2022

200
(0)

437 279 271 298 355

R5.3
2023

0
(0)

494 585 619 600 627

R6.6
2024

550
(325)

678 604 583 575 601

R7.3
2025

900 864 723 716 901 884

(  )は決算額

中期財政計画における市民病院特別繰出金の推移

1
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決算見込 当初予算

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ Ｒ１３ Ｒ１４ Ｒ１５ Ｒ１６

基準内繰出金 432 497 512 515 544 542 754 729 702 687 676

特別繰出金 900 864 423 416 601 584 552 648 641 638 637

繰出金合計 1,332 1,361 935 931 1,145 1,126 1,306 1,377 1,343 1,325 1,313

決算見込 当初予算

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ Ｒ１３ Ｒ１４ Ｒ１５ Ｒ１６

基準内繰出金 432 497 512 515 544 542 754 729 702 687 676

特別繰出金 900 864 723 716 901 884 400 400 400 400 400

繰出金合計 1,332 1,361 1,235 1,231 1,445 1,426 1,154 1,129 1,102 1,087 1,076

③【中長期財政計画参考資料反映分】R8～R9(経営強化プラン＋3億円) R10～(将来構想＋3億円)

決算見込 当初予算

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ Ｒ１３ Ｒ１４ Ｒ１５ Ｒ１６

基準内繰出金 432 497 512 515 544 542 754 729 702 687 676

特別繰出金 900 864 723 716 901 884 852 948 941 938 937

繰出金合計 1,332 1,361 1,235 1,231 1,445 1,426 1,606 1,677 1,643 1,625 1,613

0 0 0 0 0 0 452 548 541 538 537

①　【市民病院現計画分】R8～R9(経営強化プラン) R10以降(将来構想)

② 【中長期財政計画(直近経営状況反映分)】R8～R9(経営強化プラン＋3億円) R10～R11(将来構想＋3億円) R12～(4億円)

将来構想＋3億円

市民病院繰出金比較表

③ － ②

経営強化プラン＋3億円 将来構想＋3億円 4億円

経営強化プラン＋3億円

（単位：百万円）

経営強化プラン 将来構想

1
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（単位：百万円）

市税 17,058 17,118 17,177 17,078 17,137

地方譲与税等 3,290 3,290 3,290 3,290 3,290

地方交付税等 3,660 3,622 3,559 3,590 3,570

うち地方交付税 3,660 3,622 3,559 3,590 3,570

うち臨時財政対策債 0 0 0 0 0

その他財源 1,007 1,007 1,007 1,007 1,007

25,015 25,037 25,033 24,965 25,004

人件費 6,543 6,450 6,458 6,446 6,455

公債費 3,451 3,407 3,415 3,479 3,455

扶助費 3,630 3,740 3,859 3,987 4,126

繰出金 3,257 3,331 3,399 3,467 3,548

投資的経費 1,384 1,167 833 408 756

その他経費 8,994 8,976 8,850 8,788 8,808

27,259 27,071 26,814 26,575 27,148

490 487 482 478 488

△ 1,754 △ 1,547 △ 1,299 △ 1,132 △ 1,656

基金取崩額 1,754 1,547 1,299 1,132 1,656

うち財政調整基金 1,104 897 649 574 946

うち減債基金 150 150 150 150 186

うち公共施設等整備基金 500 500 500 408 524

0 0 0 0 0

基金残高 4,773 3,247 1,970 860 △ 774

うち財政調整基金 1,536 639 △ 10 △ 584 △ 1,530

うち減債基金 636 486 336 186 0

うち公共施設等整備基金 1,932 1,432 932 524 0

うち駅周辺整備基金 115 137 160 182 205

22,565 22,578 22,566 22,506 22,535

9.6% 5.0% 1.4% -1.8% -6.8%

市債残高 42,353 42,885 42,149 40,213 39,606

中期財政計画（一般財源ベース）   [令和7年3月]
R8～R9(経営強化プラン＋3億円) R10～(将来構想＋3億円)

R12 R13

不用額見込（１．８％）

歳入歳出差引

実質収支

標準財政規模

歳入　計

歳出　計

R14 R15 R16

（財調＋減債）/標財

20



令和６年６月 

中期財政計画（一般財源ベース） 

【令和５年度～令和１０年度】 

高砂市 

参 考
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参 考
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中期財政計画・長期財政見通しの特徴 

 全体事項  

⚫ 令和６年度地方財政計画の一般財源総額が、令和７年度以降も確保される前提としている。 

⚫ 歳入増につながる経済成長については見込んでいない。 

⚫ 貸付利率は直近の政府資金を参考に算定し、金利の上昇については考慮していない。 

⚫ 令和５年度は決算見込額とし、実質収支額を８億円見込んでいる。令和６年度は６月補正

で計上している肉付け予算を含んでいる。 

 

 歳 出  

⚫ 市民病院繰出金については、令和６年度は病院事業会計当初予算をベースに 

計上し、令和７年度から９年度までは高砂市民病院経営強化プランに基づき計上 

し、令和１０年度から１５年度までは高砂市民病院将来構想に基づき計上している。 

なお、令和１２年度（新市民病院開院予定）以降は、単年度資金不足を補てんする  

特別繰出金を４億円計上している。 

⚫ 高砂市民病院将来構想で示した超長期財政見通し（令和５年度から令和１４年度）  

と比較すると、歳出が増加している。要因は物件費で約３０億円増加している。自治 

体システム標準化経費、新型コロナウイルス予防接種経費、新３施設（地域交流セン 

ター、市民サービスコーナー、福祉総合相談センター）運営に要する経費等が増加し 

ている。 

⚫ ゼロカーボン推進経費（ソフト事業）については、事業内容が確定していない令和  

９年度以降も毎年５千万円ずつ計上している。 

⚫ 公債費の推移について、中期財政計画（令和９年度）から３４億円を超え、長期間に 

わたり高止まりし、健全化判断比率を上昇させている。 

 

 基 金  

⚫ 財政調整基金残高は、長期財政見通しの最終年度（令和１５年度）には約２０億円  

となり、超長期財政見通しの令和１５年度と比較すると約２０億円減少している。  

⚫  減債基金は長期財政見通しの最終年である令和１５年度に残高が０となるよう、令  

和９年度から機械的に取り崩している。 

⚫ 公共施設等整備基金も、令和１５年度に残高が０となるよう、令和１１年度から機械 

的に取り崩している。 

⚫ 駅周辺整備基金は、ＪＲ曽根駅周辺整備事業に充てるため一部取り崩している。 

⚫ 東播臨海広域クリーンセンター運営基金は、高砂市持ち分相当額（２割）を基金残  

高に計上している。 

参 考
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算定の考え方 

（全体事項） 

令和５年度から令和１０年度までの６か年とする。 

令和５年度は決算見込額とし、令和６年度は６月補正後予算額に今後補正見込みを追加し

た額とする。 

 

（歳入） 

１．市税 

 個人市民税については、令和６年度は定額減税を考慮した見込みとなっている。令和７年

度は国の予算等に基づいて、やや増加傾向を見込んでおり、それ以降は同額で見込んでいる。 

 法人市民税については、企業における事業収益の増加及び景況感の改善等を考慮し、令和

６年度の予算程度で推移すると見込んでいる。 

 その他の税については、過去の実績、税制改正等を見込んだ額とする。 

 

２．地方譲与税等 

 配当割交付金については、令和６年度は県予算を参考に減少を見込んでおり、それ以降は

同額で見込んでいる。 

株式等譲渡所得割交付金については、令和６年度は県予算を参考に見込んでおり、景気の

持ち直しにより、一定の回復傾向にあると考え、令和７年度以降も同額で見込んでいる。 

地方消費税交付金については、令和６年度は県予算を参考に減少を見込んでおり、令和７年

度以降も同額で見込んでいる。 

その他譲与税、交付金については、県予算、実績等を勘案し見込んでいる。 

 

３．地方交付税等 

 （１）普通地方交付税 

令和６年度の普通地方交付税予算額をベースに市税、地方譲与税等の伸び率や公債費及び

地方財政計画を考慮し、算定した額を見込んでいる。 

 

（２）臨時財政対策債 

令和７年度以降については、地方財政計画（基準財政需要額（臨時財政対策債発行可能額

振替前）と基準財政収入額の差額を基礎として財政力に応じて算定）を考慮した額の借入を

見込むものとする。 

 

４．その他財源 

（１）財産収入 

 工業公園土地については、賃料を見込んだ額とする。また、売却について、土壌汚染補償

費用の精査を見込んだ額とし、減債基金に積み立てるものとする。 

参 考
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（歳出） 

１．人件費 

令和７年度以降については、令和６年度６月補正後予算額をベースに、現行の給与水準と

定員適正化計画に基づいて職員数を推計し、職員構成を考慮し算定する。 

 

２．公債費 

令和７年度以降については、令和６年度６月補正後予算額をベースに、事業計画に予定さ

れる事業に基づき公債費見込み額を算定する。 

 

３．扶助費 

令和７年度以降については、令和６年度当初予算額をベースに過去の伸び率を勘案し、伸

び率を１.６％と見込み算定する。（こども関係経費を除く） 

 児童手当の拡充分は、令和６年度当初予算額をベースに計上しており、地方財政計画でマ

クロベースでの財源が確保されているため、地方交付税に反映させている。 

 

４．繰出金 

 国民健康保険事業特別会計繰出金については、被保険者数の減を見込んだ額とする。 

 後期高齢者医療事業特別会計繰出金については、被保険者数の増を見込んだ額とする。 

 介護保険事業特別会計繰出金については、高砂市介護保険事業計画に基づいた伸び率を見

込んでいる。 

 

５．投資的経費 

令和７年度以降については、令和６年度６月補正後予算額をベースに、事業計画に予定さ

れる事業に基づき見込額を算定する。公共施設全体最適化計画に基づき、事業計画に施設の

保全事業を計上している。 

 

６．その他経費 

（１）物件費 

自治体システム標準化経費、新型コロナウイルス予防接種経費、新３施設（地域交流セン

ター、市民サービスコーナー、福祉総合相談センター）運営に要する経費等を見込んでいる。 

 

（２）補助費等（下水道事業繰出金・市民病院繰出金除く） 

集会施設整備費補助事業、地球温暖化対策推進事業等の経費を見込んでいる。 

 

（３）補助費等（下水道事業繰出金） 

令和６年度は当初予算をベースに、令和７年度以降については、総務省の要請により策定

する中長期的な経営の基本計画である「下水道事業経営戦略」に基づいて、事業計画を考慮

し金額を計上している。 

 

参 考
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（４）補助費等（市民病院繰出金） 

令和６年度は病院事業会計当初予算をベースに計上し、令和７年度から９年度までは          

高砂市民病院経営強化プランに基づき計上し、令和１０年度から１５年度までは高砂市民病院       

将来構想に基づき計上している。 

なお、令和１２年度（新市民病院開院予定）以降は、単年度資金不足を補てんする特別           

繰出金を４億円計上している。 

 

（５）積立金 

公共施設等整備基金として令和６年度から令和８年度まで２億円ずつ積み立てるものとす

る。 

駅周辺整備基金は令和１１年度から約０．２億円ずつ積み立てるものとする。 

参 考
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（単位：百万円）

市税 16,293 15,896 16,373 16,428 16,328 16,387

地方譲与税等 2,954 3,312 2,931 2,931 2,931 2,931

地方交付税等 4,388 3,940 4,116 4,081 4,077 3,968

うち地方交付税 4,137 3,620 3,781 3,749 3,745 3,646

うち臨時財政対策債 251 320 335 332 332 322

その他財源 2,192 921 1,171 1,665 729 729

25,827 24,069 24,591 25,105 24,065 24,015

人件費 6,168 6,490 6,446 6,424 6,406 6,370

公債費 6,453 3,099 3,137 3,060 3,420 3,446

うち三セク債 3,430 0 0 0 0 0

扶助費 3,005 2,985 3,071 3,100 3,130 3,160

繰出金 2,849 2,924 2,995 3,039 3,097 3,165

投資的経費 620 567 980 905 905 785

その他経費 10,463 9,583 9,462 9,325 8,411 8,312

29,558 25,648 26,091 25,853 25,369 25,238

1,392 461 469 465 456 454

△ 2,339 △ 1,118 △ 1,031 △ 283 △ 848 △ 769

基金取崩額 3,139 1,118 1,031 283 848 769

うち財政調整基金 0 1,007 919 211 567 553

うち減債基金 3,100 54 55 0 200 200

うち公共施設等整備基金 0 0 0 0 0 0

うち駅周辺整備基金 39 57 57 72 81 16

800 0 0 0 0 0

基金残高 9,316 8,409 7,893 8,383 7,559 6,815

うち財政調整基金 6,429 5,422 4,503 4,292 3,725 3,172

うち減債基金 498 444 688 1,237 1,037 837

うち公共施設等整備基金 1,630 1,830 2,030 2,230 2,230 2,230

うち駅周辺整備基金 333 276 217 145 64 48

22,103 21,852 22,011 22,027 21,872 21,829

31.3% 26.8% 23.6% 25.1% 21.8% 18.4%

市債残高 42,034 41,916 43,128 43,647 43,651 43,235

うち三セク債 0 0 0 0 0 0

【健全化判断比率】

- - - - - -

5.4 5.4 5.2 4.6 5.4 6.4

47.3 56.7 74.3 76.8 85.3 97.3

標準財政規模

実質赤字比率

R6 R7 R8

歳入　計

歳出　計

歳入歳出差引

実質収支

（財調＋減債）/標財

実質公債費比率

不用額見込（１．８％）

将来負担比率

中期財政計画（一般財源ベース）   [令和6年6月]

R10R5 R9

参 考
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中期財政計画（一般財源ベース）内訳  [令和6年6月]

歳入

歳入区分 R5 伸率 R6 伸率 R7 伸率 R8 伸率 R9 伸率 R10 伸率

市税 市民税･個人 4,417 △ 5.56 4,117 △ 6.79 4,538 10.23 4,538 0.00 4,538 0.00 4,538 0.00

市民税･法人 898 △ 8.09 988 10.02 988 0.00 988 0.00 988 0.00 988 0.00

軽自動車税 239 △ 2.45 244 2.09 244 0.00 244 0.00 244 0.00 244 0.00

市たばこ税 560 △ 10.83 580 3.57 578 △ 0.34 576 △ 0.35 576 0.00 576 0.00

固定資産税･土地 2,781 △ 0.75 2,793 0.43 2,793 0.00 2,793 0.00 2,793 0.00 2,793 0.00

    〃         ･家屋 2,838 2.42 2,799 △ 1.37 2,849 1.79 2,898 1.72 2,809 △ 3.07 2,859 1.78

    〃         ･償却 3,098 △ 3.46 2,911 △ 6.04 2,911 0.00 2,911 0.00 2,911 0.00 2,911 0.00

都市計画税 土地･家屋 1,326 0.38 1,328 0.15 1,337 0.68 1,347 0.75 1,337 △ 0.74 1,347 0.75

国有資産等交付金 44 0.00 44 0.00 44 0.00 44 0.00 44 0.00 44 0.00

滞納分 92 12.20 92 0.00 91 △ 1.09 89 △ 2.20 88 △ 1.12 87 △ 1.14

16,293 △ 2.76 15,896 △ 2.44 16,373 3.00 16,428 0.34 16,328 △ 0.61 16,387 0.36

地方譲与税等 自動車重量譲与税 147 2.80 154 4.76 154 0.00 154 0.00 154 0.00 154 0.00

特別とん譲与税 3 0.00 3 0.00 3 0.00 3 0.00 3 0.00 3 0.00

地方揮発油譲与税 46 △ 4.17 46 0.00 46 0.00 46 0.00 46 0.00 46 0.00

森林環境譲与税 10 0.00 11 10.00 10 △ 9.09 10 0.00 10 0.00 10 0.00

利子割交付金 5 △ 28.57 7 40.00 7 0.00 7 0.00 7 0.00 7 0.00

配当割交付金 134 27.62 110 △ 17.91 110 0.00 110 0.00 110 0.00 110 0.00

株式等譲渡所得割交付金 85 13.33 131 54.12 131 0.00 131 0.00 131 0.00 131 0.00

法人事業税交付金 237 △ 3.27 239 0.84 239 0.00 239 0.00 239 0.00 239 0.00

地方消費税交付金 2,134 △ 1.34 2,061 △ 3.42 2,061 0.00 2,061 0.00 2,061 0.00 2,061 0.00

環境性能割交付金 33 △ 15.38 51 54.55 51 0.00 51 0.00 51 0.00 51 0.00

交通安全対策特別交付金 18 12.50 19 5.56 19 0.00 19 0.00 19 0.00 19 0.00

地方特例交付金 102 △ 8.93 480 370.59 100 △ 79.17 100 0.00 100 0.00 100 0.00

2,954 △ 0.40 3,312 12.12 2,931 △ 11.50 2,931 0.00 2,931 0.00 2,931 0.00

地方交付税等 特別地方交付税 300 4.17 300 0.00 300 0.00 300 0.00 300 0.00 300 0.00

普通地方交付税 3,837 6.82 3,320 △ 13.47 3,481 4.85 3,449 △ 0.92 3,445 △ 0.12 3,346 △ 2.87

減収補てん債 0 - 0 - 0 - 0 - 0 - 0 -

臨時財政対策債 251 △ 44.84 320 27.49 335 4.69 332 △ 0.90 332 0.00 322 △ 3.01

4,388 1.22 3,940 △ 10.21 4,116 4.47 4,081 △ 0.85 4,077 △ 0.10 3,968 △ 2.67

その他財源 使用料・手数料 199 6.99 213 7.04 213 0.00 213 0.00 213 0.00 213 0.00

財産収入（工業公園除く） 41 △ 73.38 195 375.61 159 △ 18.46 417 162.26 38 △ 90.89 38 0.00

財産収入（工業公園） 114 △ 25.97 35 △ 69.30 321 817.14 557 73.52 0 △ 100.00 0 -

　うち工業公園土地賃貸料 35 △ 10.26 35 0.00 22 △ 37.14 8 △ 63.64 0 △ 100.00 0 -

　うち工業公園土地売払収入 79 △ 31.30 0 △ 100.00 299 皆増 549 83.61 0 △ 100.00 0 -

前年度繰越金 1,291 △ 38.38 0 △ 100.00 0 - 0 - 0 - 0 -

諸収入・その他 547 △ 51.55 478 △ 12.61 478 0.00 478 0.00 478 0.00 478 0.00

2,192 △ 41.04 921 △ 57.98 1,171 27.14 1,665 42.19 729 △ 56.22 729 0.00

25,827 △ 7.01 24,069 △ 6.81 24,591 2.17 25,105 2.09 24,065 △ 4.14 24,015 △ 0.21

計

計

歳入合計

(単位 百万円)

内訳

計

計
参 考
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中期財政計画（一般財源ベース）内訳  [令和6年6月]
歳出

歳出区分 R5 伸率 R6 伸率 R7 伸率 R8 伸率 R9 伸率 R10 伸率

義務的経費 人件費 6,168 5.31 6,490 5.22 6,446 △ 0.68 6,424 △ 0.34 6,406 △ 0.28 6,370 △ 0.56

公債費 3,023 6.18 3,099 2.51 3,137 1.23 3,060 △ 2.45 3,420 11.76 3,446 0.76

公債費(三セク債) 3,430 933.13 0 △ 100.00 0 - 0 - 0 - 0 -

扶助費 3,005 10.52 2,985 △ 0.67 3,071 2.88 3,100 0.94 3,130 0.97 3,160 0.96

15,626 32.93 12,574 △ 19.53 12,654 0.64 12,584 △ 0.55 12,956 2.96 12,976 0.15

繰出金 国民健康保険事業 486 5.65 510 4.94 506 △ 0.78 486 △ 3.95 485 △ 0.21 485 0.00

後期高齢者医療事業 1,157 2.84 1,190 2.85 1,231 3.45 1,261 2.44 1,287 2.06 1,314 2.10

介護保険事業 1,206 8.75 1,224 1.49 1,258 2.78 1,292 2.70 1,325 2.55 1,366 3.09

2,849 △ 2.93 2,924 2.63 2,995 2.43 3,039 1.47 3,097 1.91 3,165 2.20

投資的経費 620 △ 35.75 567 △ 8.55 980 72.84 905 △ 7.65 905 0.00 785 △ 13.26

その他経費 物件費 4,115 4.36 4,559 10.79 4,334 △ 4.94 4,161 △ 3.99 4,129 △ 0.77 4,048 △ 1.96

維持補修費 101 △ 47.94 112 10.89 112 0.00 112 0.00 112 0.00 112 0.00

1,244 △ 6.96 987 △ 20.66 921 △ 6.69 906 △ 1.63 892 △ 1.55 901 1.01

補助費等（下水道事業繰出金） 2,513 △ 7.30 2,560 1.87 2,462 △ 3.83 2,269 △ 7.84 2,083 △ 8.20 2,072 △ 0.53

補助費等（市民病院繰出金） 995 95.10 1,110 11.56 1,100 △ 0.90 1,094 △ 0.55 1,091 △ 0.27 1,145 4.95

　うち特別繰出金 550 皆増 678 23.27 604 △ 10.91 583 △ 3.48 575 △ 1.37 601 4.52

予備費 30 0.00 30 0.00 30 0.00 30 0.00 30 0.00 30 0.00

積立金 1,465 △ 29.50 225 △ 84.64 503 123.56 753 49.70 74 △ 90.17 4 △ 94.59

10,463 △ 3.15 9,583 △ 8.41 9,462 △ 1.26 9,325 △ 1.45 8,411 △ 9.80 8,312 △ 1.18

29,558 11.72 25,648 △ 13.23 26,091 1.73 25,853 △ 0.91 25,369 △ 1.87 25,238 △ 0.52

内訳

(単位 百万円)

補助費等（下水道事業、市民病院繰出金除く）

歳出合計

計

計

計 参 考
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（単位：百万円）

特定財源 一般財源

10,668 7,958 2,710

みんなが子どもを育てるまち【子ども支援政策】 1,587 1,255 332

子どもが学ぶ力を育むまち【教育政策】 8,580 6,555 2,025

個人が尊重し合い、安心して平和に暮らすまち【人権政
策】

27 8 19

地域で自立を支え合い、つながり合うまち 【福祉政
策】

416 85 331

健康を維持し、医療サービスを安心して受けられるまち
【健康・医療政策】

58 55 3

7,994 6,457 1,537

住民が望む、暮らしに良好な住環境のまち【まちづくり
政策】

161 109 52

公共交通が暮らしの利便性を向上させるまち【公共交通
政策】

4,927 4,179 748

資源を活かした特色ある産業、暮らしを支える産業があ
るまち【産業政策】

40 0 40

環境にやさしい暮らしがあるまち【環境政策】 225 40 185

犯罪・事故・災害から市民を守るまち【防犯・消防・防
災政策】

2,641 2,129 512

1,016 679 337

まちを考え、行動する市民活動があるまち 【市民活動
政策】

478 215 263

愛着と誇りを感じるまち【移住・定住、関係人口政策】 96 50 46

豊かな生きがいとつながりを感じるまち【文化・スポー
ツ政策】

442 414 28

5,052 3,106 1,946

市民が求める能力を持つ人材が育つまち【職員育成政
策】

2 0 2

つかいたくなる公共施設が気持ちよく利用できるまち
【公共施設政策】

3,764 2,988 776

情報の公開と活用が進み、市民サービスが向上するまち
【情報政策】

1,141 118 1,023

人口減少に対応する公正な行財政運営をするまち【行財
政運営政策】

145 0 145

3　楽しく、つながり合い、活躍するまち　【共感】

4　もっと行政が寄り添うまち　【共治・共有】

1　育み、認め合い、元気に生きるまち　【共生】

2　地域の魅力を共に創る、活力あるまち　【共創】

令和６年度～令和１０年度　事業計画一覧

施策の分野 事業費
財源内訳

参 考
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自治体情報システムの標準化・共通化
事業

消防庁舎等改修事業 公園整備事業

たかさご未来資産を貯めようプロジェ
クト事業

高機能消防指令センター総合整備事
業

山電高砂駅南周辺整備事業

文書管理及び電子決裁システム導入事
業

消防車両整備事業 明姫南地区まちづくり推進事業

見守りカメラ整備事業 救急救助車両整備事業 市営住宅整備事業

地域交流センター整備事業 市道補修事業 河川改良事業

おくやみコーナー設置事業 狭あい道路整備事業 農村地域防災減災事業

体育施設整備事業 自転車道等整備事業 加古川堰堤可動堰巻上機更新事業

文化会館整備事業 橋りょう長寿命化修繕事業 小・中学校整備事業

認定こども園整備事業 橋りょう耐震化事業
小・中学校体育館等洋式トイレ設置
事業

米田西学童保育所整備事業 ＪＲ曽根駅周辺整備事業 学校のあり方検討事業

斎場整備事業 連続立体交差推進事業 教育センター整備事業

公園墓地等整備事業 播磨臨海地域道路網計画策定事業 旧入江家住宅保存整備事業

地球温暖化対策推進事業
（ゼロカーボンシティ推進事業）

道路新設改良事業
史跡石の宝殿及び竜山石採石遺跡整
備事業

不燃焼物処理場整備事業

中期財政計画事業一覧　　（令和6年度～令和10年度）　

事　　業　　名

参 考
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（参考） 

 

 

 

 

 

令和６年６月 
 

長期財政見通し（一般財源ベース） 

 

【令和１１年度～令和１５年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高砂市 

 

参 考
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（単位：百万円）

市税 16,445 16,346 16,405 16,464 16,364

地方譲与税等 2,931 2,931 2,931 2,931 2,931

地方交付税等 3,856 3,875 3,787 3,643 3,525

うち地方交付税 3,544 3,561 3,481 3,350 3,242

うち臨時財政対策債 312 314 306 293 283

その他財源 729 729 729 729 729

23,961 23,881 23,852 23,767 23,549

人件費 6,342 6,319 6,293 6,287 6,288

公債費 3,542 3,568 3,550 3,527 3,548

うち三セク債 0 0 0 0 0

扶助費 3,191 3,222 3,254 3,281 3,314

繰出金 3,228 3,293 3,367 3,432 3,494

投資的経費 860 845 1,026 673 403

その他経費 8,268 8,155 7,843 7,633 7,482

25,431 25,402 25,333 24,833 24,529

457 457 455 446 441

△ 1,013 △ 1,064 △ 1,026 △ 620 △ 539

基金取崩額 1,013 1,064 1,026 620 539

うち財政調整基金 313 364 326 20 172

うち減債基金 200 200 200 100 137

うち公共施設等整備基金 500 500 500 500 230

うち駅周辺整備基金 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

基金残高 5,849 4,831 3,832 3,239 2,727

うち財政調整基金 2,859 2,495 2,169 2,149 1,977

うち減債基金 637 437 237 137 0

うち公共施設等整備基金 1,730 1,230 730 230 0

うち駅周辺整備基金 71 93 116 138 161

21,766 21,696 21,658 21,564 21,386

16.1% 13.5% 11.1% 10.6% 9.2%

市債残高 43,022 42,629 43,167 42,718 41,317

うち三セク債 0 0 0 0 0

【健全化判断比率】

- - - - -

7.7 8.4 9.3 10.0 10.7

122.8 133.3 140.7 143.7 144.0

R11 R12

長期財政見通し（一般財源ベース）   [令和6年6月]

不用額見込（１．８％）

歳入歳出差引

実質収支

標準財政規模

歳入　計

歳出　計

R13 R14 R15

（財調＋減債）/標財

実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

参 考
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地域交流センター整備事業　※ 消防車両整備事業　※ 連続立体交差推進事業　※

体育施設整備事業　※ 救急救助車両整備事業　※ 公園整備事業　※

文化会館整備事業　※ 市道補修事業　※ 山電高砂駅南周辺整備事業　※

公園墓地等整備事業　※ 狭あい道路整備事業　※ 明姫南地区まちづくり推進事業　※

地球温暖化対策推進事業　※
（ゼロカーボンシティ推進事業）

自転車道等整備事業　※ 市営住宅整備事業　※

不燃焼物処理場整備事業　※ 橋りょう長寿命化修繕事業　※ 農村地域防災減災事業　※

高機能消防指令センター総合整備事業
※

橋りょう耐震化事業　※ 小・中学校整備事業　※

児童発達支援センター整備事業 魚川橋歩道橋新設事業 大塩曽根線街路整備事業

曽根31号線道路改良事業 米田61・64号線道路改良事業 播磨臨海地域道路関連事業

農人町線街路整備事業 今市・生石準幹線道路改良事業 西分署新設事業

JR宝殿駅南駅前地区整備事業 高砂・今津町周辺整備活用事業 小・中学校空調整備事業

JR曽根駅周辺地区まちづくり推進事業 高須松村線街路整備事業

事　　業　　名

（事業年度及び事業費が確定していないもの）

長期財政見通しに係る主な事業一覧　　（令和11年度～令和15年度）　

　（※印は、中期から継続して事業を実施するもの）

事　　業　　名

参 考
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